
 

議案第６２号 

 

   向日市長及び副市長の給与に関する条例及び向日市教育委員会教育長の給与

等に関する条例の一部改正について 

 

 向日市長及び副市長の給与に関する条例及び向日市教育委員会教育長の給与等に

関する条例の一部を改正する条例を制定する。 

 よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

  令和６年１１月２５日提出 

 

                  向日市長 安 田  守 



 

条例第  号 

    向日市長及び副市長の給与に関する条例及び向日市教育委員会教育長の給与

等に関する条例の一部を改正する条例 

 （向日市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 向日市長及び副市長の給与に関する条例（昭和３９年条例第２０号）の一 

部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

第２条 給与は、給料、地域手当、通勤手当及び

期末手当とする。 

第２条 給与は、給料、地域手当          及び

期末手当とする。 

第３条 給料の額は、次のとおりとする。 第３条 給料の額は、次のとおりとする。 

市長 月額 ９２０，０００円 市長 月額 ８７４，０００円 

副市長 月額 ７６０，０００円 副市長 月額 ７２２，０００円 

第４条   略 第４条   略 

２ 通勤手当の額は、向日市職員の給与に関する

条例の規定に基づき通勤手当を受ける職員の

例により算出して得た額とする。ただし、公用

車の送迎による通勤を例とする者については、

通勤手当を支給しない。 

 

第５条   略 第５条   略 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者 にあっては、退職した日

現在）において前項に規定する者が受けるべき

給料の月額、地域手当の月額        

              並びに給料の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計

額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額 

（以下「基礎額」という。）に１００分の１７

０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の

期間におけるその者の向日市職員の給与に関

する条例第１５条の４第２項各号に掲げる在

職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定するものにあっては、退職した日

現在）において前項に規定する者が受けるべき

給料の月額、地域手当の月額及び給料の月額に

１００分の１５を乗じて得た額並びに給料の

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計

額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

（以下「基礎額」という。）に１００分の１７

０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の

期間におけるその者の向日市職員の給与に関

する条例第１５条の４第２項各号に掲げる在

職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

３   略 ３   略 
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（向日市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 向日市教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成２７年条例第６号） 

の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条  教育長の受ける給与は、給料、地域手当 

、通勤手当及び期末手当とする。 

第２条 教育長の受ける給与は、給料、地域手当

          及び期末手当とする。 

（給料の額） （給料の額） 

第３条 教育長の給料の月額は、６８５，０００

円とする。 

第３条 教育長の給料の月額は、６５１，０００

円とする。 

（地域手当等） （地域手当等） 

第５条 教育長の地域手当、通勤手当及び期末 

手当の額は、向日市長及び副市長の給与に関す

る条例（昭和３９年条例第２０号）の規定に基

づき地域手当、通勤手当及び期末手当を受け 

る職員の例により算出して得た額とする。ただ

し、公用車の送迎による通勤を例とする者につ

いては、通勤手当を支給しない。 

第５条 教育長の地域手当          及び期末

手当の額は、向日市長及び副市長の給与に関す

る条例（昭和３９年条例第２０号）の規定に基

づき地域手当          及び期末手当を受け

る職員の例により算出して得た額とする。    

                                         

                              

２   略 ２   略 

 

附 則 

この条例は、令和７年１月１日から施行する。 
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